
 

 

幼保連携型認定こども園整備の個別審査基準（別紙） 

〇優先順位の決定方法について 

 

① 審査項目に基づく合計点数（100点満点）に、認可・確認部会委員による評価点【※】を合算した最終得点により、採択の優先順位を決定する。 

② 最終得点が同点の場合は、審査事項１-(1)の評点が高い者を優先順位上位とする。なおも同点の場合は、現園舎の「経過率」が高い者を上位と

する。     

 

【※】 各委員は、提出されたそれぞれの事業計画に対し点数付けを行い（１人０～２点）、その合計点を加点として算入する（最大 10点）。 

  
 

（※１） 非木造施設にあっては構造耐震指標（Is値）が 0.7未満、木造施設にあっては構造耐震指標（Iw値）が 1.1未満であるものとする。  

（※２） 以下表のとおり。 

建物の構造 木造 

鉄骨造 

ブロック造 ＲＣ造 
鉄骨の厚さが３mm 以下 

鉄骨の厚さが３mm を超

え４mm 以下 

鉄骨の厚さが４mm を超

える 

法定耐用年数 22年 19年 27年 34年 38年 47年 

（※３） 「現園舎の築年数 ÷ 法定耐用年数」により算出する。 

（※４） 子育て支援事業は、以下の(1)～(5)から選択する。 

(1) 地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業      

(2) 地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必

要な援助を行う事業 

(3) 保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定こども園又はその居宅にお

いて保護を行う事業 

(4) 地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個人との連絡及び調整を行

う事業 

(5) 地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業   

（※５） 保育所等とは、認可保育所、認定こども園、幼稚園及び家庭的保育事業等（家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所内

保育事業）をいう。    


